





















































て相互に実りある関係を築くことが期待されている。本論では を 行政内分権 、 を
地域自治組織への分権 というものとし、両者を含む意味として 都市内分権 を用い、
都市内分権の別称として「地域分権」を用いる。











































バナンス（地域共治）と自治体の空間管理 の観点に基づく分析と事例研究（初谷［ ］、第 章。左
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）初谷［ ］、第 章。東京都杉並区、江戸川区、川崎市、三鷹市の事例研究を含む。
）同上、 頁。
）初出 初谷［ ］、 頁。
ローカル・ガバナンスを担う地域人材育成（初谷）
都市自治体の都市内分権（地域分権）と地域人材育成に関する調査






























ないし政策企画担当部署である。質問紙には 本調査で用いる用語について を付し、 都
市内分権（地域分権）、 地域自治組織 、 地域人材 、 地域市民塾 、 ケースメソッド
の五つの用語の解説を付した。
調査期間
今回の調査には、 （平成 ） （平成 ）年度の 年間について年度別の状況
（ ， 年度は実績、 年度は予算ベース）の回答を求める設問（地域課題に関するもの）
（ ）もあり、直近の情報を把握するため、 年度末現在での回答を求めた ）。
有効回答数
有効回答数は、合計 団体（回答率 ％）である ）。都市規模・団体の種別でみた内訳

























内分権について 既に実施している は 団体（ ％）であった。一方、 実施する予定





















の選択肢で問うたところ（ ）、併用が 団体（ ％）、行政内分権のみが 団体

























るため が 団体（ ％）と最多で、 各地域の住民の意向やニーズをきめ細かく把握す
るため が 団体（ ％）で続いている。
範 域
行政内分権を行っている支所等の範域（地域）（ ）については、 小学校区より小
さい集落単位 及び 小学校区単位 は各 団体（ ％）、 中学校区単位 も 団体







るため が 団体（ ％）と最も多く、次いで 標準的な行政サービスでは行き届かな
い、各地域の特性に応じた公共サービスの提供を図るため が 団体（ ％）で続いてい
る。行政内分権の目的と比べると、上位 項目の順序が逆転している。
範域
次に、地域自治組織の範域（地域）（ ）については、 小学校区単位 団体







）、 常勤の事務局員はおらず、市（区）職員が代行している。 団体（ ％）、 常
勤の事務局員はおらず、随時、構成団体の役員が事務を担当している。 団体




等） が 団体（ ％）と最多で、 その他の地縁型団体の役員（会長等） 団体








）については、 行っていない が 団体（ ％）であり、 行っている は 団体
（ ％）にとどまっている。




）、対象者を限定した研修制度が、 ある 団体は 団体（ ％）と、 ない 団体
の 団体（ ％）を ポイント上回っている。
では、研修を実施している団体では、どのようなテーマや内容が取り上げられているのか
（ ）。 の選択肢のうち、 地域自治組織の事業・会計について（補助金・交付金、
助成金等の手続き、予算と決算） と 個別の地域課題（福祉、環境、防災等）と関連施
策 がいずれも 団体（ ％）と多くなっている。次いで 地域住民同士のコミュニケー







地域担当職員 制度の設置の有無を問うたところ ）（ ）、地域担当職員制度が
ある 団体は 団体（ ％）で、 ない 団体の 団体（ ％）を ポイント以上、





数の職員が、特定の一つの地域（地区）を担当している タイプが 団体（ ％）で最多と
なっている。
こうした地域担当職員としてどのような職員が配置されるかについて、六つの選択肢で問
うたところ（ ）、 地域担当部署の常勤職員から選ばれた職員 団体（ ％）
が最多で、 地域担当部署に在籍するすべての職員（常勤・非常勤を問わない） と、 再任




窓口などの役割を行っている が 団体中 団体（ ％）と最多となっている。一方、




ている 団体（ ％）、 実施していない 団体（ ％）と、実施している団体
が実施していない団体を上回っている。
地域担当職員に対する研修のテーマや内容（ ）を見ると、 市（区）内の地域自









援し、良い方へと舵取りする）に関する知識・スキル がそれぞれ、 団体（ ％）、
団体（ ％）、 団体（ ％）と多くなっている。一方、少ない順に見ると、 条例制定
など政策法務に関する知識 が 団体（ ％）であるほか、 公会計に関する知識 、 マー
ケティングやファイナンスなど経営に関する知識 、 リスクテイク（不確定な状況の中で、
あえてリスクをとる決断力） が各 団体（ ％）に留まっている。 地域担当職員 は、








第 部のはじめに、 地域市民塾 に該当する市民大学や市民向けの講座等の有無、およ





うたところ（ ）、設置主体は 自治体 が 団体（ ％）と最多で、非営利法人
など他を大きく引き離している。一方、運営主体は 自治体 が 団体（ ％）で最も多
いが、設置主体の場合とは ポイント以上の差がある。運営主体では 自治体 に次いで
法人 団体（ ％）や 公益社団・財団法人 団体（ ％）などが担い
手として登場している（図 参照）。






（ ）、意思決定機関が ある のは 団体中 団体（ ％）にとどまり、独立し
た意思決定を成しうる組織として位置づけられているものは未だ少数である。
こうした地域市民塾の意思決定機関の代表者（理事長、委員長、塾長など）の属性を見る
と（ ）、 外部の教育機関の人材（大学教授など） と その他 が各 団体
（ ％）ある。また、意思決定機関の構成員（委員等）の任期を見ると（ ）、




（ ）、 ある のは 団体中 団体（ ％）である。
カリキュラム企画組織の代表者（企画委員長など）の属性を見ると（ ）、 その
他 団体（ ％）、 外部の教育機関の人材（大学教授など） 団体（ ％）となっ
ている。カリキュラム企画組織の構成員の任期（ ）は、 年間 及び 現職在任
図 地域市民塾の設置主体と運営主体
中 がそれぞれ 団体（ ％）となっている。また、カリキュラム企画組織の構成員の総
数（ ）は、平均 人であった。
次に、カリキュラムにおいて学科やコースの区分を見ると（ ）、 ある 団体
（ ％）、 ない 団体（ ％）で、学科やコースの区分（ ）は、 学習分
野・テーマによる区分 が 団体（ ％）と、 入門、初級、中級、上級など学習内容の
難易度の段階による区分 や その他による区分 各 団体（ ％）を上回っている。
こうしたカリキュラムの中で 地域課題 の例としてどのような課題が取り上げられてい
るかを平成 、 、 年度の カ年度について問うた（ ・ 年度の実績と、 年度の予
定）（ ）。その結果、 カ年度にわたり上位 項目（ その他 を除く）の順位は変わ
らず、次のように推移している。
地域在住の高齢者対応 ［ 年度］ 団体（ ％） ［ 年度］ 団体
（ ％） ［ 年度］ 団体（ ％）、 歴史・文化環境の保護・再生 ［ 年度］
団体（ ％） ［ 年度］ 団体（ ％） ［ 年度］ 団体（ ％）、 自然環
境の保全・再生 ［ 年度］ 団体（ ％） ［ 年度］ 団体（ ％） ［ 年
度］ 団体（ ％）となっている。上位 課題のうち 歴史・文化環境の保護・再生





）、 団体中 団体（ ％）が主担当講師が いる と回答している。主担当講師の属
性を見ると（ ）、 大学教員 団体（ ％）、 コンサルタント（独立または企業




団体が ある （ ％）、 団体が ない （ ％）と回答している。 ある と回答した
団体に教材の形態を問うたところ（ ）、 各学科・コースごとに用いられるレジュメ
（未製本） は 団体すべてが、また などの映像媒体 を 団体が使用している。
教材の作成者を見ると（ ）、 市民塾事務局から外部の専門家や講師に執筆等を依
頼（委託等） が 団体（ ％）、 企画委員等の市民塾に関係のある専門家 、 市民塾の
事務局職員 が各 団体（ ％）となっている。 市民塾の修了生 が作成している例は
無かった。
授業・講座等
地域市民塾の授業・講座等の形態を見ると（ ）、 講義 団体（ ％）が最多
で、 グループ学習 団体（ ％）、 フィールドワーク 団体（ ％）が続き、過
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ローカル・ガバナンスを担う地域人材育成（初谷）





を予約、使用している 団体（ ％）、 地域市民塾の専用施設ではないが、毎年継続的
に複数の施設を使用している 団体（ ％）が続く。一方、 地域市民塾の専用施設が
ある と回答した自治体が 団体（ ％）あることは注目される（関東、北陸の自治体で
ある）。
授業・講義の形態として フィールドワーク を行っている 団体に、対象とする
フィールド の場（所）を問うたところ（ ）、 中心市街地 団体（ ％）、
商店街 団体（ ％）、 福祉施設 団体（ ％）、 中山間地 団体（ ％）
の順となっている。
地域市民塾の教育において、教材や講座等でケースメソッド ）が用いられているか否か




ケースメソッドとは、 ケース教材をもとに、参加者相互に討議することで学ばせる授業方法 をいう 。
ケーススタディ は 事例研究またはその成果物 であり、ケースメソッドは 授業方法 を指す。な




材の分野や内容について問うたところ（ ）、 他地域の課題 （関東、政令指定都
市）、 成功事例 （中国、特例市）、 生涯学習 （中部、中核市）などの回答が得られた。
また、地域市民塾の受講料の設定状況を問うたところ（ ）、 無料 団体
（ ％）が最多で、 有料 受講期間全体について一括払い 団体（ ％）も同程度
に上る。 有料 受講期間全体をいくつかの期間（学期）に分けて分割払い は 団体
（ ％）にとどまる。
地域市民塾の修了要件について見ると（ ）、 所定の出席回数 団体（ ％）
が最多となっており、 レポート、論文の提出 団体（ ％）が続く。 筆記試験の成













あれば登録者に連絡し、応募を勧誘している は 団体（ ％）、 地域自治組織のリー
ダーやスタッフとして活動している…市（区）行政は、修了者を、人材を必要としている








じて、修了生の組織・団体の活動について広報を支援している が各 団体（ ％）、次
いで 市（区）の施策や事業において人材を必要とする機会等の情報提供を行っている が
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表 都市内分権（地域分権）政策の 要素
（出所）初谷［ ］の （ 頁）で示した政策デザインと政策過程の順序に基づき、筆者
作成。なお、八尾市、 地方自治研究機構［ ］における政策要素の区分例も参照した。
ローカル・ガバナンスを担う地域人材育成（初谷）
組み化、 地域人材のリーダーからフォロワーにいたる 多層性 への注目、 地域市民塾








































石平春彦［ ］ 都市内分権の動態と展望─民主的正統性の視点から 公人の友社。
柏原誠・西村茂・自治体問題研究所編［ ］ 指定都市の区役所と住民自治 自治体研究社。
川端大二［ ］ 政策人材の育成─自治体経営の再創造に向けて─ ぎょうせい。
公益財団法人日本都市センター［ ］ 地域コミュニティと行政の新しい関係づくり 全国 都
市自治体へのアンケート調査結果と取組事例から 公益財団法人日本都市センター。




高木晴夫監修、竹内伸一著［ ］ ケースメソッド教授法入門 慶應義塾大学出版会。
土山希美枝［ ］ 地域人材を育てる自治体研修改革 公人の友社。
名和田是彦［ ］ コミュニティの法理論 、創文社。
名和田是彦［ ］ 近隣政府・地域自治のしくみを考える 市政研究 第 号。
初谷勇［ ］ 公共マネジメントと 政策 ぎょうせい。
初谷勇［ ］ 第三章 地域市民塾の可能性 環山楼市民塾運営実行委員会［ ］ 環山楼市
民塾 ─平成二十二年度講座記録集 大阪経済法科大学出版部、 頁。
初谷勇［ ］ 協働 と「地域分権 の総合的展開における市民社会組織の方向性─東大阪市
リージョンセンター企画運営委員会を事例として─ 地域と社会 第 号。
初谷勇［ ］ 地域活性化政策と地域ブランド政策の連携─釜石復興支援を事例として─ 大
阪商業大学論集 第 巻第 号（通号第 号）、 頁。
初谷勇［ ］ 地域分権の制度設計と行程選択 日本地方自治研究学会編 地方自治の深化 清
文社。
八尾市、 地方自治研究機構［ ］ 八尾市における地方分権の推進に関する調査研究 八尾
市、 地方自治研究機構。
山中俊之［ ］ 自治体職員のための人材開発ハンドブック 関西学院大学出版会。
龍谷大学地域人材・公共政策開発システムオープン・リサーチ・センター（ ）［ ］ 地域
公共人材教育研修の社会的認証システム （地域公共人材叢書第 巻）日本評論社。
龍谷大学地域人材・公共政策開発システムオープン・リサーチ・センター（ ）［ ］ 地域
公共政策をになう人材育成 （地域公共人材叢書第 巻）日本評論社。




（最終閲覧日 年 月 日）
